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１．はじめに

企業を取り巻くリスクは多様化しているが，
中でも自然災害，新型コロナウイルスなど企業
活動に大きな影響を及ぼすカタストロフィーリ
スクについても考慮しなければならない。世界
経済フォーラムが発行した「グローバルリスク
報告書」（世界経済フォーラム（2021））におけ
る発生可能性が高い項目及び影響が大きい項
目を 10 年前と比較してみると，自然災害や環
境に関するリスクが上位を占め，2021 年は感
染症が上位にきている。さらに今回の報告書で
は，リスク内容を短期，中期，長期に分けて記
載したことも注目される。短期的なリスクとし
て感染症，生活破綻，異常気象，中期的には資
産バブルの崩壊，IT インフラの機能停止，物
価の不安定化，長期的リスクとして大量破壊兵

器，国家の崩壊，生物多様性の喪失など幅広い
リスクがあげられている。短期的なリスクにと
どまらず長期的なリスクの把握についても考慮
する必要性が示されている

長期的なリスクの観点からは，2015 年 9 月
に 150 を超える参加国により採択された SDGs

（Sustainable Development Goals：持続的開発
目標）」が注目されている。その中で人間，地
球及び繁栄のための行動計画として，17 の目標
と 169 のターゲットが掲げられた１）。ここでは
環境問題をはじめ，福祉，人権など幅広い社会
的なニーズに対応することが求められている。
そして自然災害，パンデミックなど瞬時に事業
の継続を危うくするリスクに対しては BCP に
よる対応策を検討していく必要がある。そこ
で本稿においては，SDGs に関する状況と BCP
への取り組み状況を把握したうえで，両者の関
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係を分析し最後に今後の展望を述べたい。

2．�SDGsへの企業の取り組み状況

2015 年に SDGs が採択された後，その実施
に向け政府は「SDGs 推進本部」を設置し，国
内実施と国際協力の両面で取り組む体制を整
えた。この本部の下で，行政，民間セクター，
NGO・NPO，有識者，国際機関，各種団体等
を含む幅広いステークホルダーによって構成さ
れる「SDGs 推進円卓会議」での対話を経て，
2016 年 12 月，今後の日本の取組の指針とな
る「SDGs 実施指針」を決定した２）。さらに分
野別の取り組みとして，2015 年の仙台防災枠
組みにおいて，今後 15 年間で人命・暮らし・
健康と，個人・企業・コミュニティ・国の経済
的・物理的・社会的・文化的・環境的資産に対
する災害リスク及び損失を大幅に削減するとい
うゴールが定められた３）。このように政策とし
て SDGs が進められている。

最初に，企業の SDGs への取り組み状況につ
いて，立教大学とＪＴＢ総合研究所が実施した
調査（SDGs に関する新たなリスク・チャンス

への取り組み状況調査　2021 年 6 月）から見
ていきたい。既述のように官民連携による推進
体制が図られているが，対応を既に行っている
企業の割合は 15.1% にとどまっている（図 1）。

さらに企業規模によって対応に差があること
がわかる（図 2）。グローバルな取引を行って
いる企業や大企業で統合報告書をはじめとした
ディスクロージャーに関心の高い企業は対応が
進んでいることが考えられる。

次に企業内外での SDGs に関する認知度につ
いては，経営陣レベルでは約 8 割の認知となっ
ているが，従業員レベルでは約 3 割にとどまっ
ている（図３）。

企業の SDGs の取り組みの効果について企業
は「従業員の意識の向上」，「ブランド力が向
上」，「企業として経営方針が明確化」，「認知度
の向上」といった効果をあげており，「取引先
の増加」，「収益の増加」，「売上の増加」といっ
た直接的な経済効果については低い結果となっ
た（図４）。

さらに SDGs の認識と企業の競争力の源泉の関
係を見た質問では，SDGs に取り組んでいる企業
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図1　経営陣におけるSDGsの認識

出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査　2021 年 6 月より作成。
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図３　部門別SDGsに関する認知度

図２　従業員別の経営陣におけるSDGsの認識

出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査 2021 年 6 月より作成。
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図２

• 今回の調査データをもとに、従業員数が多く、年間売上高が多い企業ほどSDGsに対する意識
が高い傾向にあることがみられる。
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図４　SDGsの取り組みの効果

出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査 2021 年 6 月より作成。

図４

• 「従業員の意識の向上」「ブランド力の向上」「経営方針の明確化」「認知度の向上」が高く、経
済的な効果の認識は低い。
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は自社の競争力の源泉として「オンリーワンのブ
ランド力」や「特徴のある製品・サービス内容」
をあげる割合が，そうでない企業より高い結果と
なっている（図５）。SDGs が企業のブランドやイ
メージと強く結びついていることが考えられる。

新型コロナウイルスの影響については，企業の
規模や業態の影響を考慮する必要はあるが，全体
としては SDGs への対応を実施している企業ほど
回復のスピードが速いことがわかる（図６）。

以 上 の 調 査 結 果 か ら は SDGs に つ い て
は，大企業を中心に取り組みは進展しつつある
ものの，従業員を含む企業全体への浸透は道半
ばであり，企業価値との連動といった深いレベ
ルまでは踏み込めていない状況であると考えら
れる。

3．BCPへの企業の取り組み状況

次に企業の BCP への取り組み状況を見てみ
よう（図７）。策定済みの企業は 20.5% にとど
まっている。この数字は他の調査（野田・浜
口・家森（2019）など）と大きな隔たりはない。

今回の新型コロナウイルスの拡大に対して，

学校閉鎖やロックダウンなど従来の枠組みを超
えて様々な規制が行われている。さらにサプラ
イチェーンの寸断は世界的な規模に広がり，企
業経営にも大きな影響を及ぼした。表１はソ
ニー㈱が 2020 年 3 月決算短信において，2021
年 3 月期の連結業績予想の公表を非開示とした
事例である。このように 2020 年度は半数以上
の企業が業績予想の公表を見送るなど（図８），
今までにない大きな影響を及ぼした。

その中で，BCP の効果について多くの議
論がかわされる形となった。BCP が役にた
ったと答える企業（「かなり役に立った」と

「ある程度役立った」の合計）は 6 割以上に
達しているが（図 9），一方で約 8 割の企業
が見直しを検討している（図 10）。これは
BCP について一定の効果を認めつつも改善の
必要があることを示している。新型コロナウイ
ルス感染症からの業績回復については BCP 策
定企業の方が業績回復のスピードが早いという
結果となり，BCP の効果が示されている可能
性がある（図 11）。

図６　SDGsの認識と新型コロナウイルス感染症からの業績回復見込み

出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査　2021 年 6 月より作成。

図６
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いる傾向にある。
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図７　BCPの取り組み状況
出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査　2021 年 6 月より作成。
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表１　業績予想非開示例

出所：ソニー㈱ 2020 年３月期 決算短信〔米国基準〕（連結）より引用。

図８　経営者予想の開示割合

（注） 前年度に経営者予想を開示した企業に限った場合の経営者予想を開示している企業の各年における比率。
出所：金・藤谷（2020）。
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  （百万円未満四捨五入）
１．2020年３月期の連結業績（2019年４月１日～2020年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高及び営業収入 営業利益 税引前当期純利益 
当社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2020年３月期 8,259,885 △4.7 845,459 △5.5 799,450 △21.0 582,191 △36.5 

2019年３月期 8,665,687 1.4 894,235 21.7 1,011,648 44.7 916,271 86.7 
 
（注）包括利益 2020年３月期 666,032 百万円 （△33.1％）   2019年３月期 995,542 百万円 （80.0％） 
 

 
１株当たり当社株主に 
帰属する当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当社株主に 
帰属する当期純利益 

株主資本 
当社株主に帰属 
する当期純利益率 

総資産 
税引前当期 
純利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2020年３月期 471.64 461.23 14.8 3.6 10.2 

2019年３月期 723.41 707.74 27.3 5.1 10.3 
 
（参考）持分法投資損益 2020年３月期 9,637 百万円   2019年３月期 △2,999 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 
資本合計 
（純資産） 

株主資本 株主資本比率 
１株当たり 
株主資本 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2020年３月期 23,039,343 4,789,535 4,125,306 17.9 3,380.96 

2019年３月期 20,981,586 4,436,690 3,746,377 17.9 2,995.31 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

2020年３月期 1,349,745 △1,352,278 65,658 1,512,357 

2019年３月期 1,258,738 △1,307,445 △122,884 1,470,073 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

株主資本配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
2019年３月期 － 15.00 － 20.00 35.00 44,048 4.8 1.3 
2020年３月期 － 20.00 － 25.00 45.00 55,111 9.5 1.4 
2021年３月期（予想） － － － － －   －   
（注）2021年３月期の配当予想額については未定です。 
 
３．2021年３月期の連結業績予想（2020年４月１日～2021年３月31日） 
  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高及び営業収入 営業利益 税引前当期純利益 
当社株主に帰属 
する当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

通期 － － － － － － － － 

（注）2021年３月期の連結業績予想は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、現時点で合理的な算定が困難である
ため未定です。今後、合理的な算定が可能となった時点で速やかに開示します。 
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Panel A 経営者予想の開示割合: 

 
Panel B 経営者予想の開示割合 (前年度開示企業に限定): 

 
図 10 経営者予想の開示割合: 
Panel A は経営者予想を開示している企業の各年における比率の推移を、Panel B は前年度に経営者予想

を開示した企業に限った場合の経営者予想を開示している企業の各年における比率の推移を示してい

る。 
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図９

• 新型コロナウイルス感染症に対してBCPが役に立った企業は6割以上で，内訳は「ある程度役
立った」が大半を占める。

5

質問：
Q22. 新型コロナウイルスの感染拡大において，パンデミック（新型インフルエンザ，新型コロナウイルスなど）を想定したBCPは役に立ちましたか。

かなり役に立った

ある程度役立った 50.0%

10.5%

あまり役に立たなかった
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わからない

16.9%
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23.9%

I.SDGsについて II.BCPについて III.その他 IV.企業規模等について

図９　新型コロナウイルス感染症に対するBCPの貢献

出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査　2021 年 6 月より作成。

図１０

• 約8割の企業でコロナを受けてBCPを見直す意向があるが，「抜本的に見直す」企業は5%にと
どまる。

6

質問：
Q30. 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い，BCPに関して今後どのような改善を行う予定ですか。
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I.SDGsについて II.BCPについて III.その他 IV.企業規模等について
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アンケート分析

図10　新型コロナウイルス感染症をふまえたBCPの見直し意向

出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査　2021 年 6 月より作成。
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図11　BCP策定状況別回復見込み

出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査　2021 年 6 月より作成。

4．SDGsと BCPの関係

SDGs の目標を達成するためには，企業自身
の事業継続を図る必要があるだけでなく，地域
やサプライチェーンの中で一体的な取り組み
が必要となる。そうした観点で SDGs と BCP
は密接な関係を持っていると考えられる。図
12 は SDGs の認識と BCP の策定状況の関係を
見たものである。SDGs に対応している企業
は 42.5％が BCP を策定済みであるのに対し，
SDGs について認知していない企業では約半数
が BCP についても知らないと回答している。
SDGs と BCP の取り組みにはガバナンスの仕
組みなど共通点があり関連が強いことが分か
る。SDGs の取り組みの中に BCP の部分を組
み込むことで相乗効果を高めることが考えられ
る。

一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議
会が実施している「レジリエンス認証」４）に
おいても，事業継続の認証に加え「事業継続及
び社会貢献の認証」を実施している。こうした
認証も上記の趣旨に沿ったものと考えられえ
る。

５．今後の展望

最後のまとめとして BCP と SDGs の展望を
みていこう。BCP が日本で強く認識されるよ
うになったのは，2001 年 9 月の米国同時多発
テロがきっかけであろう。その後，新潟県中
越地震，東日本大震災，熊本地震などを経て
BCP の普及が図られてきた。その過程で BCP
の内容も次第に変化してきている。当初は日本
において最も大きなリスクと考えられている地
震を想定し，防災対策と同じような範疇で扱わ
れていた。その後，防災対策の範疇では重要な
事業の継続を図ることが難しいため，経営判断
の一環として位置づけられるようになった。近
時の風水害などのリスクも踏まえ地震リスクだ
けでなく，幅広いリスクを対象として設計する
ような方向に近づいている。もちろん実際に
は，各社の BCP は地震，風水害など限定した
リスクを対象に構成されていることが多いが，
発想としては幅広いリスクを考慮するという視
点が加わった。

BCP に関し大きな論点として次の 3 点があ
げられる。１つ目は，自社にとどまることなく，
サプライチェーン全体を意識した形での策定が
必要となることである。この場合に一方的に要
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請する，または要請されるのではなく，双方に
メリットがある形で利益を共有することが求め
られる。またそのような形でないと継続的な改
善にはつながらないであろう。

2 つ目は広域化の議論である。今後発生が懸
念されている南海トラフ巨大地震などを考慮し
た場合，近隣からの応援がかなり困難になるこ
とが予想され，企業や組織間でのリソースの取
り合いになる可能性が高い。そのため広域の災
害に備え，事前にリソースの調整を一定程度行
っておくことが必要となる。

3 つ目は，BCP の内容に関して一律に要件を
決めるのではなく，各社の実情にあわせて柔軟
な BCP を容認していく流れである。幅広い企
業に対して BCP の導入を進めるためには，一
定の様式を定め，要件を決めることでレベルア
ップを図ることが重要である。一方で，BCP
は各社の企業経営と一体不可分になった段階
で，厳格に要件を押し付けることは各社の経営
をしばり，コストを含めた企業経営に対してむ
しろマイナスになる可能性を含んでいる。さら

に既存の経営資源を守ることに注力し過ぎる
と，新たなビジネス展開を遅らせる可能性があ
る。今後，既存の経営資源を守るという静的
な BCP から，変化への対応力といった動的な
BCP も併せて検討することが必要となる。

Soufi et.al（2019）などでは，BCP モデルの
最適化の理論構築が図られているものの，実際
の企業経営は複雑な要素を含んでいることから
当面は柔軟な形を認めることと，必要な要件を
要求していくバランスをとることが重要であ
り，そのバランス感覚や知識が評価者や関係当
局に求められる。

BCP についての今後の方向性については，
以下の 3 点を指摘しておきたい。
① 感染症に関して，2009 年の春に発生した新

型インフルエンザの際に多くの企業が新型イ
ンフルエンザ対応の BCP を策定したが，今
回は十分な効果を発揮できなかった企業が多
かった。今までは想定されるリスクとして，
地震を対象にしているケースが多かった。今
後は，地震とは異なるリソース，例えば人的

図１２

• BCP策定済みの企業の約半数がSDGsに対応している又は対応を検討している一方，BCPを知
らない企業の半分以上がSDGsも認知していない。

7

質問：
Q21. BCPの策定について以下から１つお選びください。
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図12　SDGsの認識とBCPの策定状況

出所：SDGs に関する新たなリスク・チャンスへの取り組み状況調査　2021 年 6 月より作成。
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資源などに大きな影響を及ぼす感染症をもう
１つのリスクとして想定し，事業影響度分析

（BIA）を実施すれば，BCP の実効性をより
高めることができると考えられる。

②  IT 部門だけを考える段階では，事業継続の
ためには，主にバックアップ対策を取れば
よいので判断に迷うことは少ない。しかし
ながら，経営に関する問題，企業の本質的
な価値を考慮した場合，BCP で守るべきも
のや範囲の選択は非常に難しい問題になる。

③  BCP はコストの問題とも関係するため，企
業のそれぞれの経営にあわせた柔軟性を広
く認める必要があることは前述の通りであ
るが，そのためには，評価基準や制度設計
に今まで以上の労力と知見が必要となる。
SDGs については，企業ブランドとの関係は

次第に強く意識されるようになってきたが，従
業員への浸透は道半ばであり，企業価値との連
携までは進んでいないため，一層の深化が必要
となる。今回の新型コロナウイルスの感染拡大
はビジネス，生活様式の変化に大きな影響を与
え，人々の価値観をも大きく変えることとなっ
た。それと平行して企業の存在価値を問うきっ
かけとなっている。SDGs の中でとらえられて
いる様々な社会的な価値とのつながりを確認す
る必要があり，その裏側にある企業の本質的な
価値，競争力が問われている。
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注
１ ） h t t p s : / / w w w . u n i c . o r . j p / a c t i v i t i e s /

economic_social_development/sustainable_
development/2030agenda/

２） www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/effort/
index.html

３） www.mofa.go.jp/mofaj/files/000081166.pdf
４）「レジリエンス認証」は，「一般社団法人レジリ

エンスジャパン推進協議会」が，「国土強靭化
貢献団体の認証に関するガイドライン」に基づ
く「国土強靭化貢献団体認証」として行うもの

（一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会
ホームページより）
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